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研究成果の概要（和文）：本研究は東日本大震災において甚大な被害を受けた東北最大の離島、気仙沼市大島に
て継続的な復興支援活動を続けてきた建築、地域経済・公共政策、ランドスケープを専門とする研究者による学
際的なアクションリサーチ手法による復興まちづくり、持続的な地域社会モデルの提示を目的に行われた。研究
期間中16回開催された住民集会やワークショップ、新聞発行などを通じて復興状況に合わせて住民の意向に沿っ
た復興支援を継続する中で現場からの研究、他地域の離島における観光復興の事例研究と課題や復興状況の進捗
を共有するシンポジウムを通じた活動等から、復興過程におけるアクションリサーチの一つのあり方を示した点
が本研究の成果である。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to conduct action research with interdisciplinary team 
and to propose post disaster sustainable regional society model in Ohshima Island in Kesennnuma, 
Miyagi prefecture. Through research period, 16 workshops with local residents and 20 Newspaper 
published as part of action research in order to communicate disaster recovery process specific to 
this region. In addition, case studies in similar islands conducted and shared with local residents.
 Research result is to challenge open disaster recovery process based on active participation, and 
to propose new type of green tourism based on natural and cultural resources towards creation of 
sustainable, and livable community.

研究分野： 建築デザイン・都市デザイン

キーワード： 震災復興　観光復興　地域社会の持続可能性　震災アーカイブ　アクション・リサーチ　防潮堤　離島
振興
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究は、東日本大震災によって自然環境

と地域社会に甚大な被害を受けた東日本最
大の有人離島・宮城県気仙沼市の大島におい
て、建築、ランドスケープ、地域経済・公共
政策を専門とする研究者がチームを作り行
ってきた支援活動がベースとなっている。気
仙沼大島は陸中海岸国立公園に指定され、
“緑の真珠”と形容されるほど豊かな自然・
海洋環境と文化に恵まれていた。主要産業も
なかんずく観光業と水産業であり、被災から
島が復興していくには、自然と文化を活かし
た観光復興が不可欠である。 
しかし震災からの復旧・復興事業が計画さ

れるに伴い、住民たちからは地域の将来に不
安を覚える声が上がり始めた。復興に向けた
まちづくりの議論をする場の設定と、その声
を行政に伝える上での支援を依頼され、2012
年秋から住民集会の開催、住民の意向調査、
新聞発行といった活動を続けてきた。本研究
を申請した段階では、以下のような活動の実
績がすでにあった。 
 

1. 「記憶の街ワークショップ」（震災前
の街並みを模型で復元。2012 年 4～5
月に浦の浜地区の模型公開。2013 年
7 月に長崎～小田の浜地区の模型公
開とワークショップ開催。） 

2. 防潮堤の実施検証（大島浦の浜地区，
2012 年 10～11 月実施） 

3. 住民集会・ワークショップ（大島の
みらいを考える会）（2012 年 10 月か
ら 9回開催） 

4. 全島民を対象にしたアンケート調査
（地域資源や復興への思いを調査。
2013 年 1月実施） 

5. ウェルカムターミナル（道の駅）の
基本構想策定に向けた協力と知見提
供（ワークショップ開催など。2013
年 1月～3月） 

6. 「離島振興計画」（2013 年 4月から改
訂）へのパブリックコメント協力
（2013 年 2～3月） 

7. ニューズレター（大島みらい新聞）
の発行（2013 年 2 月から月 1 回、9
回発行） 

8. 大島みらいデザインスクール開催
（地元中学生と復興への企画・提案。
2013 年 9～11 月） 

9. 「輝け！海とみどりの大島宣言」の
提案と採択・公開への協力（2013 年
11 月） 

 
 以上の活動を現地の状況を見ながら継続
してくる中で、復興への道筋と地域の将来像
についての議論が決定的に不足している状
況を懸念し、現地で積み上げてきた信頼関係
を踏まえたアクション・リサーチの手法を用
いて、復興につながるアイディアの提案、そ
して持続可能な地域の将来像を描くことを

目指し、本研究に申請することにした。 
気仙沼大島では、復興事業によって 2018

年には島と本土を結ぶ架橋が完成予定であ
り、島をめぐる自然環境や景観、人・物の流
れが大きく変化する可能性もある。観光につ
いては、環境省が掲げる三陸復興国立公園や
グリーン復興、2013 年に認定された「三陸ジ
オパーク」構想があるものの、港・浜の防潮
堤計画への反対意見も強く、本研究の申請時
には、復興事業で整備するウェルカムターミ
ナルを含め住民の合意は得られておらず、復
興に向けた議論の必要性に迫られていた。 
 
２．研究の目的 
上記の状況を鑑みて、本研究では、東日本

大震災の被災地・気仙沼大島での活動を通し
て結成された学際的な研究チームが、現地で
の住民集会や新聞発行やイベント協力等の
支援活動を継続する中で、アクション・リサ
ーチという手法を用いて復興まちづくりの
議論へ参画し、そこで得た情報や知見から持
続可能な地域社会モデルを提示することを
目的にしてきた。 
上述したように、気仙沼市大島は自然環境

と文化に恵まれた島であるが、他方では、や
はり人口減少や高齢化に直面してきた地域
である。本研究では、観光復興を核にした持
続可能な地域社会モデルの提案に向けて、自
然・地域・産業・文化に関する島の実態のさ
らなる詳細な把握、地域資源の体系的な整理、
持続可能性指標とそのモニタリングシステ
ムの開発、観光産業を軸にした地域経済モデ
ルの構築、サステイナブル・デザインの発想
による地域空間計画の提案、震災アーカイブ
と震災遺構を観光復興に活かす方法の提案、
といった個別・具体の目標を掲げてきた。 
 
３．研究の方法 
本研究の特色は、建築・ランドスケープ・

地域経済・公共政策という専門の異なる研究
者が、被災地での復興支援という関心と活動
フィールドを共有することで、学際的なチー
ムとして支援活動を継続しながら、その延長
で調査・研究へと発展してきたことにある。 
研究メンバーのうち曽我部・寺内は建築・

都市デザインを専門とし、全国各地や他の被
災地でアートプロジェクトや住民参加型ワ
ークショップ、地域の環境・文化資源に根ざ
した地域再生とまちづくりを実践してきた。
槻橋は建築・地域計画を専門とし、震災後は
模型復元プロジェクトを主導し、復興まちづ
くりの事業計画に助言をしてきた。福岡は持
続的環境形成や水循環に配慮したランドス
ケープデザインを専門とし、被災地の自然環
境・生態を核とした景観の再生に関心を寄せ
てきた。長峯は、地域経済・公共政策を専門
とし、復興計画の策定にも参画し、人口減少
下の産業連関や防潮堤などインフラ整備の
あり方に関心を持ってきた。最後に、研究協
力者の高森は、震災アーカイブを専門とし、



震災伝承とそれを観光復興に活かす意義を
考えてきた。 
以上のようなメンバーの異なる専門知識

を活かしながら、住民集会やワークショップ
を中心としたアクション・リサーチを通じて、
被災状況や復興に向けての情報、住民意向と
それに関連した調査、そして復興まちづくり
への検討と具体的提案を行うというスタイ
ルが、本研究の手法であり特色である。本研
究に先立ち、津波浸水状況や自然・文化の情
報・データを蓄積し、新聞発行やアンケート
調査を実施してきたことの意義も大きく、本
研究においてもそれらを継続させることを
重要視してきた。その結果、本研究の期間内
に住民集会を 16 回、新聞発行を 20 回、実施
することができた。研究手法でもあり、また
活動の成果ということもできる。 
さらに本研究においては、離島のまちづく

りや復興の事例を扱った先行研究の検討を
行うと同時に、他の被災地や人口減少に悩む
他の離島、また架橋を経験した他の島につい
て、現地視察とヒアリング調査を行うことで、
そこでの経験・知見を参考にする方法も取り
入れた。具体的に、和歌山県串本町大島、兵
庫県南あわじ市および同市の沼島、熊本地震
の被災地、台湾地震の被災地（桃米生態村）
への訪問調査を行った。 
以上の研究手法を総合的に結合し、被災地の
観光復興と持続可能な地域社会の構築へ向
けた提言を行うことを目指してきた。 
 
４．研究成果 
本研究におけるアクション・リサーチとい

う手法を強調してきたが、震災後から 6年を
経て、なお現地で活動や調査、そして復興事
業への助言などを行っているのは、まさにこ
の手法のなせる業であったと言えよう。集会
や新聞はコミュニケーション・ツールとして
有効であり、地域との信頼関係の構築がまず
もって重要な成果であったと言えよう。いわ
ゆる‟研究”に直接つながらない悩みはあっ
たものの、研究シーズと言えるさまざまな課
題が現地にはあることを体感してきた。また
学際的なメンバーであったからこそ、多様な
課題にその都度それなりに対応できてきた
面もある。 
被災地では例外なく人口減少、そして地域

縮退が進んでいくものと予想される。その一
方で、復興事業によって三陸縦貫自動車道、
防潮堤、土地造成、災害公営住宅といったイ
ンフラ整備が一気に進んでいる。気仙沼大島
でも念願の本土との架橋が 2018 年には完成
する。観光復興は重要であるが、大勢の観光
客が押し寄せることへの備えには課題があ
り、それを議論する十分な時間がすでにない。
賑わいは一過性のものかもしれないし、橋に
よるストロー効果もしばしば指摘されると
ころである。 
そこで、人口規模や都会からの距離や観光

が主要産業であるという共通点をもつ島を

いくつか訪ね、備えるべき点についての調査
を行ってきた。架橋から 16 年を経た和歌山
県串本町大島では、架橋がもたらす光の部分
と影の部分の両面を垣間見るができた。架橋
はプラス・マイナス両面の効果をもたらすこ
とは回避できない。社会全体が人口減少局面
に入った現在、マイナス面はさらに強く表れ
る可能性がある。そうした可能性を念頭に置
きながら、プラス面を大きく生み出し、マイ
ナス面を抑え込む将来像とその戦略が必要
になる。 
また台湾・台中地震からの復興を遂げた事

例として挙げられる桃米生態村を訪問し、震
災をきっかけに地域固有の資源に目を向け
るようになり、観光地として注目されるよう
になったことを学んだ。気仙沼大島と同様に、
海と山の違いはあるものの自然環境に恵ま
れた小さなエリアという共通点がある。そこ
にしかない自然環境（生態系）を観光資源に
活かし、地域外からも観光への投資を引き入
れた点は、大いに参考になると思われる。 
こうして得られた知見を気仙沼大島の持

続可能な地域社会モデルへと活かすべく、い
くつか事業的な提案も行ってきた。その一つ
は、震災伝承と観光復興をつなぐべく、大島
全体を震災フィールド・ミュージアムと見立
てる構想である。その関連で、津波が遡上あ
るいは浸水したポイントを結んでいくハイ
キングトレイルの提案も行った。また島民か
ら出てきた提案に協力する形で、大島の亀山
への遊歩道設置の具体案を提示した。いずれ
も実現には至っていないが、継続課題になっ
ている点では成果と言える。 
 本研究を始めた当初から、復興後の島の将
来像が十分議論されておらず、明確になって
いない点を課題に挙げ、その重要性を指摘し
てきた。それを議論する場としての住民集会
の開催であり、毎回の集会でのテーマ設定は
将来像を網羅する内容であった。その結果、
住民による復興宣言の採択までは協力する
ことができたが、具体的な将来像の議論にま
で深めることは難しかった。もう一つの仕掛
けとして、復興の道筋をイメージできる具体
的な指標（大島元気指標）を設定し、それを
モニタリングすることを提案し、指標の選定
も行ったが、実際にそれを機能させる仕組み
を提案するところまで行かなかった。 
本研究は、気仙沼大島という被災地の支援

活動を通して、観光業と水産業を核とした持
続可能な地域社会モデルの提示という、研究
テーマにつなげようというものであった。そ
れが可能になれば、現地への貢献はもとより、
他の被災地、人口減少・少子高齢化に直面す
る他の地域へも知見を還元することが可能
であると考えてきた。実際のところ、それを
明示できるところまでは研究は至っておら
ず、今後も検討していくことになろう。アク
ション・リサーチという形での支援・研究活
動も徐々に形を変えており、震災後から次の
段階の支援・研究活動へと転換を考えるべき



時期に来ている。多くの課題や研究テーマを
いただいたことが、ある意味で成果とも言え、
今後もさらに研究を深めていく必要がある。 
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